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Ⅰ 総論                                   

１ 策定の趣旨 

急速な少子化が進む中、次代を担うこどもが健やかに生まれ育成される環境を、

社会全体で整備する時限法として次世代育成支援対策推進法（以下「次世代育成

法」という。）が平成 15 年に制定され、国及び地方公共団体の機関に特定事業主

行動計画の策定及び公表が義務付けられました。本市においても同法に基づき、

平成 17 年３月に「小矢部市特定事業主行動計画」を、平成 27 年４月には「第２

次小矢部市特定事業主行動計画」を策定し、ワーク・ライフ・バランスの推進や

男女共に支え合う子育ての推進に向けて取組を進めてきたところです。 

  今回、第２次小矢部市特定事業主行動計画（後期計画）の計画期間が満了する

ことに伴い、現時点における状況の把握や取組内容の精査を行った上で、令和６

年５月に改正された次世代育成法の内容も踏まえ、性別等に関わらずワーク・ラ

イフ・バランスを推進し、仕事と子育て・介護の両立を図ることができる職場環

境づくりに計画的かつ着実に取り組むことを目的に「第３次小矢部市特定事業主

行動計画」を策定します。 

 

２ 計画の位置づけ 

本行動計画は次世代育成支援対策推進法に基づき策定するものです。 

 

３ 計画期間 

令和７年４月１日から令和 12 年３月 31 日までの５年間とします。 

   なお、本行動計画とは別に策定している「女性の職業生活における活躍の推進

に関する法律に基づく特定事業主行動計画」が令和７年度末で計画期間満了とな

ることから、新たな計画については、次世代育成法と女性活躍推進法の目的が相

互に関連し、取組を一体的に推進することが効果的であることから、今後、統合

する形で本行動計画を見直すこととします。 

 

４ 計画の策定主体及び対象職 

本行動計画は、市長、市議会議長、選挙管理委員会、代表監査委員、公平委員

会、固定資産評価審査委員会、農業委員会及び教育委員会が連名で策定し、それ

ぞれが任命する一般職の職員（会計年度任用職員を含む。）を対象とします。 

 

５ 計画の推進及び実施状況の公表 

本行動計画の総合的かつ継続的な推進を担当する所管課を総務課とし、本行動

計画の内容を全職員に周知し、全庁的な取組を推進します。 
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なお、本行動計画の実施状況について、取組状況や実績等を毎年１回公表しま

す。 

また、本行動計画はＰＤＣＡサイクルの考え方に基づき、目標数値の達成状況

の点検・評価を通した進行管理により、その後の対策や計画の見直し等に反映さ

せます。 

 

 

Ⅱ 数値目標の達成状況と課題（現状分析）                    

 ①男性職員の妻の出産休暇及び育児参加休暇の取得状況  

項目 
数値目標 

（令和６年度） 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

取
得
率 

妻の出産休暇 100％ 50％ 50％ 50％ 63.6％ 

育児参加休暇 50％ 50％ 75％ 100％ 27.3％ 

 

②育児休業取得率 

項目 
数値目標 

（令和６年度） 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

男性職員 13％以上 0.0％ 50％ 50％ 27.3％ 

女性職員 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

 

③育児休業の取得期間の分布状況（令和５年度） 

項目 数値目標 2週間未満 
2週間以上 

1月未満 

1月以上 

半年未満 

半年以上 

1年未満 
1年以上 

男性職員 ― － 33.3％ 66.7％ － － 

 

項目 数値目標 1年未満 
1年以上 

1年半未満 

1年半以上 

2年未満 
2年以上 

女性職員 ― － 75.0％ 25.0％ － 

 

 ④職員一人当たりの年次有給休暇の平均取得状況 

項目 
数値目標 

（令和６年） 
令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

年次有給休暇 ― 6.6日 7.0日 7.3日 7.3日 

夏季休暇 ― 3.9日 4.0日 4.1日 4.2日 

合計取得日数 年間12日 10.5日 11.0日 11.4日 11.5日 

 



- 3 - 

 

 

 ⑤職員一人当たりの各月ごとの平均超過勤務時間 

数値目標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

― 13.9時間 16.7時間 15.6時間 16.0時間 

 

 

Ⅲ 取組方針と数値目標（成果指標）                      

 １ 基本目標 

  ◆仕事と育児・介護を両立できる職場環境づくり 

  男女が共に支え合い、安心して出産・育児又は介護を行い、円滑に職場復帰し

た後、仕事と子育ての両立ができるよう、職場としてのサポート体制の確立と支

援制度の充実を目指します。 

 

◆ワーク・ライフ・バランスの推進〜働き方改革への取組〜 

  職員がそれぞれのライフステージにあったワーク・ライフ・バランスを実現し、

やりがいを持って働けるよう、支援制度等の活用を促進するとともに、職員の意

識・職場風土の醸成や働き方の改革など、仕事と生活の両立のための環境づくり

を進めます。 

 

 ２ 数値目標 

  ・育児休業取得率 

  男性職員 ２週間以上の取得 85％以上 

    女性職員 １年以上の取得 100％ 

  ・男性職員の妻の出産休暇取得率 100％ 

  ・男性職員の育児参加休暇取得率 100％ 

  ・職員一人当たりの年間時間外勤務時間数 

本庁勤務   年 156 時間未満 

    出先機関勤務 年 100 時間未満 

・職員一人当たりの年次有給休暇の取得日数 年間 10 日以上 

 

Ⅳ 具体的な取組                               

１ 仕事と育児・介護を両立できる職場環境づくり 

 子育て又は介護のための休業・休暇制度等を利用しやすい職場環境の整備や、制

度を利用する職員と周囲の職員との相互理解を支援する取組、ハラスメントを防止

するための取組を行います。 



- 4 - 

 

(1) 妊娠中及び出産後における配慮 

母性保護及び母性健康管理の観点から、妊娠中及び出産後の職員に対して、

次の制度等について周知徹底を図ります。 

ア 健康診査及び保健指導のための特別休暇の取得促進を図ります。 

イ 妊娠中の職員の健康や安全に配慮し、危険有害業務へ従事することのない 

よう業務分担の見直しを行います。 

ウ 本人の請求により、深夜勤務及び時間外勤務の制限を行います。 

 

(2) 子どもの出生時等における男性職員の休暇等の取得促進 

親子の時間を大切にし、子どもを持つことに対する喜びを実感するとともに

出産後の配偶者を支援するため、男性職員が取得できる子どもが生まれる際に

取得できる次の休暇制度について周知するとともに、年次有給休暇と合わせた

連続休暇の取得促進を図ります。 

ア 配偶者出産休暇（２日間） 

イ 育児参加のための休暇（５日間） 

 

(3) 育児休業・介護休暇等を利用しやすい職場環境の整備    

ア 子育てや介護に関する休暇制度や経済的支援制度等について周知し、職場全 

体の理解を深めることにより、制度を利用しやすい職場の雰囲気を醸成します。 

イ 男性も育児休業、育児短時間勤務又は育児時間を取得できることについての周 

知など、男性職員の育児休業等の取得を促進するための措置を実施します。 

ウ 育児休業等を取得した職員の業務を円滑に処理することができるよう、当該育児 

休業等の期間について、会計年度任用職員・臨時的任用職員の活用等により、 

育児休業等取得者の適切な代替職員を確保し、職員が安心して育児休業等を取 

得できる体制整備に努めます。 

エ 育児休業・介護休暇等の取得の申出があった場合、事例ごとに当該部署におい 

て業務分担の見直しを行います。 

オ 所属長ヒアリングを通じて、出産・育児・介護の状況に応じた柔軟な人事管理を 

行うとともに、業務量に応じた適正な職員配置に引続き努めます。 

 

 (4) 育児休業・介護休暇等を取得した職員の円滑な職場復帰の支援 

ア 育児休業等からの円滑な職場復帰を図り、職員が育児や介護を行いながら 

本人の意欲や能力を活かして働くことができるよう、復帰後の働き方やキャ 

リアプランに関する助言等を行うなど、休業・休暇中の職員と情報交換を行 

うよう努めます。 
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イ 所属長は、育児休業・介護休暇中の職員の職場復帰に対する不安感を軽減 

し、円滑に職場復帰できるよう、必要に応じ休業・休暇期間中の業務に関す 

る情報提供や復帰に際して研修その他の必要な支援を行います。 

ウ 女性職員の活躍推進及び仕事と生活の調和の推進に関する管理職研修に 

努めます。 

エ 育児休業等を取得したことのみを理由として、昇給等に不利益となるよう 

な人事上の取扱いは行いません。 

 

(5) ハラスメント防止に向けた取組 

   ハラスメント防止のため、職員への意識啓発及び知識の向上を図るとともに、

苦情の申出及び相談などに対する相談窓口を設置し、迅速な対応に努めます。 

 

２ ワーク・ライフ・バランスの推進〜働き方改革への取組〜 

やりがいや充実感を感じながら働くとともに、家庭や個人のより豊かで充実し

た生活を送ることができるよう、効率的かつ個々の事情に応じた多様で柔軟な働

き方を促進する取組をおこないます。 

 (1) 時間外勤務の縮減 

  ア 小学校就学の始期に達するまでの子をもつ職員及び要介護状態にある家 

族を介護する職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限について、制度周知の徹 

底を図ります。 

イ 定時退庁日等の実施 

① 毎週水曜日及び毎月最終金曜日を「ノー残業デー」とする定時退庁日を 

設定し、庁内放送等による周知や喚起を図るとともに、所属長による定時 

退庁の指示・点検を行います。 

② 時間外勤務は「臨時又は緊急の時に行うものという」という認識を持ち、 

日頃から時間外勤務を前提とした働き方を改め、周囲の職員と声を掛け合 

い退庁する等、時間外勤務縮減の雰囲気づくりに努めます。 

ウ 事務の簡素合理化の推進 

所属長の指揮のもと、職員一人ひとりが業務量そのものの見直しやＤＸ化 

の計画的な推進による事務の効率化、外部委託による事務の簡素化、事務処 

理体制の見直しなどに取り組み、時間外勤務縮減の取組の重要性について認 

識を深めます。 

エ 勤務時間管理の徹底 

時間外勤務時間の原則月 45 時間、年 360 時間の上限設定を踏まえ、所属 

長は、職員の勤務状況を的確に把握し、勤務時間管理を行うとともに、業務 
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の繁忙時期においては係を超えた業務支援による業務量の平準化等に取り 

組み、時間外勤務の縮減を図ります。 

オ 健康管理の徹底 

人事担当課は、時間外勤務の多い職場及び職員を把握し、所属長に対する 

ヒアリングを行うとともに、必要に応じて産業医等の面談を実施し、健康面 

における配慮を行います。 

 

 (2) 休暇等の取得促進 

ア 年次有給休暇等の取得の推進 

① 各所属で年間の業務計画を早期に策定・周知し、業務における相互応援 

ができる体制を推進することにより、職員が計画的に安心して年次有給休 

暇等を取得できる雰囲気の醸成や環境整備を行います。 

② 人事担当課は職員の年次有給休暇等の取得状況を定期的に把握し、管理 

職へ情報提供を行うとともに、機会を捉えて取得促進の意識啓発を図りま 

す。 

イ 連続休暇等の取得の推進 

① 週休日や国民の祝日、年末年始、夏季休暇と組み合わせた年次有給休暇 

の取得促進を図ります。 

② 子どもの学校行事や家族とのふれあい、自己啓発、心身のリフレッシュ 

のためなど、積極的な年次有給休暇等の取得促進を図ります。 

ウ 子の看護のための特別休暇の取得促進 

    子や家族の看護のための特別休暇について、職員に周知を図るとともに、 

当該特別休暇の取得を希望する職員が安心して取得できる環境を整備する。 

 

 (3) 柔軟な働き方の推進 

職員一人ひとりの意欲と能力が発揮できる職場環境を実現するため、柔軟な 

働き方の選択肢として、時差出勤制度や在宅テレワーク勤務制度の充実を図る 

とともに、新たにフレックスタイム制度や勤務間インターバル制度について研 

究していきます。 

 

 (4) 職場優先の環境や固定的な性別役割分担意識等の是正 

管理職を含めた職員全員を対象として、情報提供、研修等による意識啓発を 

行います。 
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(5) 人事評価への反映 

仕事と生活の調和を図るための効率的な業務運営や、良好な職場環境づくり 

のための行動について、人事評価において適切に評価を行います。 

 

(6) 諸制度等の周知徹底 

ア 庁内ポータルサイト等を活用し、職員が出産・育児・介護に関する各種制 

度や申請様式の情報が得られる環境を整えます。 

イ 新規採用職員等の研修において、各種制度に関する講習を行います。 

ウ 妊娠・出産時や育児期への職員又は家族の介護の必要性が生じた職員への 

両立支援制度の周知や制度利用・働き方に関する相談体制を整備します。 

 

３ その他次世代育成支援対策に関する取組 

(1) 子育てバリアフリーの推進 

ア 妊産婦や乳幼児を連れた方が安心して来庁できるよう、引続き駐車場妊婦 

優先枠や授乳室、折りたたみベビーベッド、ベビーカー等の適正な設置に努 

めます。 

イ 職員一人ひとりがより親切な応対を心がけ、ソフト面でのバリアフリーの 

取組を推進します。 

ウ 妊産婦や子どもの健康に配慮し、タバコの煙から守るために庁舎内の全館 

禁煙を継続します。 

 

（2）子ども・子育てに関する地域貢献活動の推進 

子ども・子育てに関する地域活動に貢献するため、スポーツや文化活動、地 

域の子育て活動等に職員が参加しやすい職場の雰囲気の醸成に努めます。 

 

（3）子どもの体験活動等の支援 

小中学生の社会科見学や職場体験学習等を積極的に受け入れるとともに、 

各種学習会等の講師としての職員の積極的な参加を支援し、子どもの多様な 

体験活動等の機会の充実に努めます。 


